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 再生可能エネルギーの評価に当たっては，ライフサイクル全体のCO2排出量を評価するライフサイクルア

セスメント（LCA）を導入することが重要である．本研究では，平成24年度環境省業務の一環として，1. 民

間病院における地中熱利用空調・給湯事業，2. 農業用水を用いた小水力発電事業を対象に，LCAケースス

タディを実施した．対象プロセス及びオリジナルプロセスについてインベントリ分析を行い，CO2排出削減

率を算出した結果，上記1. で78%，上記2. で62%となった．これらから，算出結果に影響を及ぼす要素と

して，(1) 地中熱利用事業については使用段階の電力消費に関する活動量・原単位データ等，(2) 小水力発

電事業については水車の設置工事費用，設備の想定使用期間等の影響が大きい可能性が示唆された． 
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1.  はじめに 

 

 再生可能エネルギーの導入によるCO2排出量の削減に

ついては，導入された再生可能エネルギーの使用時で

CO2を排出しないとみなせる時のみに着目するのではな

く，ライフサイクル全体を考慮した排出量及び削減量を

評価するライフサイクルアセスメント（LCA）を導入す

ることが重要である．このような考え方が，欧州を中心

に世界的にも広まりつつある． 

しかし，地中熱利用事業や小水力発電事業のLCAに関

しては，既往事例が少ない上，特に地中熱利用事業につ

いては住宅用の地中熱ヒートポンプに偏っている（Saner

ら（2010）1)，岩岡ら（2008）2)，阿部ら（2008）3)等）

といった問題があり，CO2排出削減の大きさや評価結果

に影響を及ぼす要素，事業者が判断に迷いやすい点等が

明らかになっていない．  

そのため本研究は，(a) 民間病院における地中熱利用

空調・給湯事業及び(b) 農業用水を用いた小水力発電事

業を対象に，ライフサイクルを通じたCO2排出削減効果

の検証を行い，評価結果への影響因子等を分析すること

を目的として実施した．  

 なお，本研究は，環境省「平成24年度再生可能エネル

ギー二酸化炭素削減効果検証等業務」4)の一環として実

施したものである． 

 

2.  民間病院における地中熱利用空調・給湯事業に

関するLCAケーススタディの実施 

 

(1)  対象事業の概要 

 本事業は，空調及び給湯設備について，外気温と地中

の温度差が大きいことを利用し，熱容量の大きな地下水

や地盤と熱をやりとりする地中熱ヒートポンプを導入す
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ることにより，効率的なエネルギー利用を図ったもので

ある．本事業の主要諸元を表-1に示す． 

 

(2)  機能単位等の設定 

 本事業に係る機能単位（製品のCO2排出量を表す基準

となる単位）は，「石川県金沢市の病院用途での1年間の

空調・給湯利用（面積2,790m2）」とした．また，プロセ

スフローとシステム境界は，以下のように設定した． 

a) 対象プロセスのプロセスフロー 

対象プロセスのプロセスフローを図-1に示す．  

システム境界（算定の対象範囲）には，カーボンフッ

トプリント制度における商品種別算定基準（PCR）5)等，

LCAに関する類似基準を参考に，「原料調達段階」～「処

分段階」のすべての工程を含めることとした． 

ただし，設備建設工程で必要な機材（ドリル機械，井

戸水汲み上げポンプ等）については，当該システムの建

設以外の用途でも用いられ，その製造工程のCO2排出量

に対する当該システムの寄与は無視できるレベルと考え

られるため，本事例では輸送工程のみシステム境界内と 

 

表-1  民間病院における地中熱利用空調・給湯事業の主要諸元 

実施場所 石川県金沢市 

事業の 

目的及び

概要 

エネルギー消費量の低減及び環境負荷の

低減を図ることを目的として，空調及び給

湯設備について，従来のA重油ボイラから

地中熱ヒートポンプ（単体利用，オープン

ループ）へ置き換え 

導入設備 井水熱源式高効率ヒートポンプ 75HP，熱

源水ポンプ×2，給湯槽昇温ポンプ×2，冷

温水ポンプ×1，熱源井戸ポンプ×1，給湯

加圧ポンプ×1，貯湯槽･熱源水槽，熱源制

御盤，熱源監視装置 

想定使用

期間 

・取水井用鋼管/還元井用鋼管：50 年（法

定耐用年数から） 

・その他の部資材：15年 

し，「建設機材製造工程」は対象外とした．また，「処

分段階」に関して，加工された鉄スクラップはシステム

境界外に出るものとし，鉄スクラップ再資源化に関する

システム境界の拡張は行わないこととした． 

b) オリジナルプロセスのプロセスフロー 

オリジナルプロセス（対象プロセスが代替する既存の

製品システム）のプロセスフローを図-2に示す．オリジ

ナルプロセスは，地中熱ヒートポンプ導入前に設置され

ていた「A重油ボイラ」と設定した．システム境界の考

え方は，対象プロセスと同様とした． 

 

(3)  対象プロセスの活動量データの収集 

対象プロセスの活動量データの収集方法を以下に示す．

また，収集した活動量データの一部を表-2に整理した．  

a) 原料調達段階 

原料製造工程では取水井，還元井，水冷ヒートポンプ

等の主要部材に関して自社データを，その他の部材に関

して二次情報を用いた． 

原料輸送工程では10tトラック（積載率50%）を使用す

ることとして，実際の輸送距離（241.6km）を用いた． 

b) 製造段階 

主要な投入物に関して自社データを入手できたため，

それをもとに活動量を設定した． 

c) 流通段階 

本事業では，地中熱ヒートポンプを建設する場所と使

用する場所は同一で，その間の流通工程は存在しない． 

d) 使用段階 

地中熱ヒートポンプ導入後の平成21年2月～平成22年1

月の1年間の電気使用実績を用いた． 

e) 処分段階 

処分段階では，「鉄くず」として輸送され，「鉄スク

ラップへの加工」が行われることとして算定した．  

 

(4)  オリジナルプロセスの活動量データの収集 

段階別の活動量データの収集方法を以下に示す．なお，

A重油ボイラの耐用年数は，法定耐用年数に基づき15年

と設定し，各段階からの排出量を15年で割り込んだ． 

a) 原料調達段階 

投入される部材として，冷温水一次ポンプ，熱交換器，

A重油ボイラ，空冷ヒートポンプの4種類を考慮した． 

図-1  対象プロセスのプロセスフロー 

（民間病院における地中熱利用空調・給湯事業） 
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図-2  オリジナルプロセスのプロセスフロー 

（民間病院における地中熱利用空調・給湯事業） 
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表-2  民間病院における地中熱利用空調・給湯事業の 

活動量データ（一部） 

段
階 工程 投入物 数量 

単
位 情報源区分 

原
料
調
達
段
階 

原
料
製
造 

取水井用鋼管 5.50E+01 kg 自社データ 

水中ポンプ 4.00E-02 台 自社データ 

還元井用鋼管 5.61E+01 kg 自社データ 

電動三方弁 6.72E+02 円 二次情報 

熱源水槽 4.00E-02 台 自社データ 

熱源ポンプ 2.34E+03 円 二次情報 

水冷ヒートポン

プ 

2.80E+06 円 自社データ 

貯湯槽 4.00E-02 台 自社データ 

貯湯槽昇温ポン

プ 

4.28E+00 kg 二次情報 

冷温水一次ポン

プ 

4.45E+04 円 二次情報 

給湯加圧ポンプ 3.99E+03 円 二次情報 

配管 1.59E+01 kg 二次情報 

冷媒 6.63E-01 kg 二次情報 

制御盤・制御パネ

ル 

4.00E-02 式 自社データ 

原料

輸送 

取水井用鋼管 1.35E+01 t-km 自社データ 

水中ポンプ 5.11E-01 t-km 自社データ 

 

b) 製造段階 

算定に当たっての考え方は基本的に対象プロセスと同

様であるが，ドリル機械等の重機は使用せず，電動ドリ

ルを用いた設置工事を想定した． 

c) 流通段階 

オリジナルプロセスについても，A重油ボイラを建設

する場所と使用する場所は同一で，その間の流通工程は

存在しない． 

d) 使用段階 

地中熱ヒートポンプ導入前の平成20年2月～平成21年1

月の1年間の重油使用実績を用いた． 

e) 処分段階 

算定の考え方は，対象プロセスと同様とした． 

 

(5)  原単位データの収集 

原単位データは，以下の考え方に基づき，対象プロセ

ス/オリジナルプロセス共に，優先順位を(a) 温対法算定

省令に基づく事業者別排出係数6)，(b) LCA日本フォーラ

ムデータベース7)，(c) IDEA（MiLCA）8) ，(d) その他の

排出係数（3EID9)等）として選定した．ただし，下記の

優先順位で一義的に定めるのではなく，収集する活動量

データの単位（重量，価格等）が原単位データの単位に

影響されることに鑑み，活動量データ，原単位データの

双方の精度が可能な限り高くなるように選定した（例：

LCA日本フォーラムデータベースの原単位データの単

位が「台数」で，IDEA（MiLCA）の原単位データの単

位が「価格」の場合，前者を採用すると，どんな大きさ

の部材でもCO2排出量は一定となり，活動量データの精

度が悪くなるため，後者を採用した）．  

・3EIDなど産業連関表に基づく原単位は，産業連関表

の部門で生産される平均財の原単位であるが，本研

究は個別の事業のCO2排出量を算定するものである

ため，積み上げ法による原単位を優先する． 

・地域による個別事業のCO2排出量の違いを明確にす

るため，温対法算定省令に基づく事業者別排出係数

等，地域別の原単位データを優先する．次いで，LCA

日本フォーラムデータベース等，データの更新頻度

が比較的高い原単位データを優先する． 

 

(6)  インベントリ分析の実施 

上記(3)～(5)で収集した活動量データ，原単位データを

用いて，下式によりCO2排出量の積み上げ計算を行った．

算定対象とする温室効果ガスとしては，CO2以外にCH4，

N2O，SF6等も考慮した．地球温暖化係数（GWP）には，

IPCC第4次報告書に記載された100年係数を使用し，温室

効果ガス排出量をCO2換算量（CO2e）で評価した． 

    原単位活動量排出量 GWP  

次いで，下式により排出削減効果を算定した． 

排出量オリジナルプロセスの　　　　　　　

対象プロセスの排出量

排出量オリジナルプロセスの
排出削減率


















-

 

(7)  LCAの結果の評価 

a) 対象プロセスのLCA算定結果 

対象プロセスの排出量は9.5×104 kgCO2e/年となり，使

用段階がその95%を占めた．  

b) オリジナルプロセスのLCA算定結果 

オリジナルプロセスの排出量は4.4×105 kgCO2e/年と

なり，使用段階が全体の99%を占めた．  

c) CO2削減効果の算定結果 

ライフサイクル全体のCO2削減効果は，図-3に示すよ

うに78%となり，本算定結果を代表的な地中熱関連事業

者5社に提示したところ，概ね妥当の値との評価を受けた．

比較的大きなCO2削減効果が得られたのは，地中熱ヒー

トポンプの導入により原料調達段階，製造段階，処分段

階の排出量は増加したが，使用段階の排出量が大きく減

少したことによる． 

使用段階（地中熱ヒートポンプの使用に伴う電力消費）

の排出量が95%を占めたことから，地中熱利用事業の 
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LCAにおいて，使用段階の電力消費量（活動量データ）

を精度高く把握するとともに，原単位データに関して電

気事業者による差異を考慮することの重要性が示唆され

た． 

また，事業者が判断に迷いやすい点等として，①機能

単位や②オリジナルプロセスが抽出されるとともに，上

記の地中熱関連事業者へのヒアリングにより，「LCAと

しての算定精度」と「事業者等にとっての作業負荷」の

バランスが取れた算定方法とするためには，以下の方針

とすることが妥当と考えられた． 

①機能単位： 本来は「1MJ相当の熱利用」等と設定

することが望ましいが，このためには対象プロセス

の年間採熱量・排熱量等を把握する必要が生じる．

「1年間の熱利用」（対象事業ごとに地域，空調面

積，用途を限定した条件を付記）とすることにより，

事業者等にとっての作業負荷を軽減し，LCAを実施

可能な事業範囲を拡大することができる．  

②オリジナルプロセス： LCA実施の目的により，設

定すべきオリジナルプロセスが異なるため，一義的

に設定することができないが，以下の考え方の中か

ら適切なものを採用すればよいと考えられる． 

・熱源機器の切り替えを行う場合，切り替え前の熱

源をオリジナルプロセスとする． 

・システム導入時点における標準的な熱源機器をオ

リジナルプロセスとする（地域，建物用途等の要

素に配慮する）．  

 

3.  農業用水を用いた小水力発電事業に関する

LCAケーススタディの実施 

 

(1)  対象事業の概要 

 本事業は，水の位置エネルギーを活用し，農業水路の

流量と落差を利用して小規模，小出力の発電を行うもの

である．本事業の主要諸元を表-3に示す． 

 

(2)  機能単位等の設定 

本事業に係る機能単位は，「1kWhの外部への電力供給」

と設定した．また，プロセスフローとシステム境界は，

以下のように設定した． 

a) 対象プロセスのプロセスフロー 

対象プロセスのプロセスフローを図-4に示す．システ

ム境界には，上記2.と同様に，「原料調達段階」～「処

分段階」のすべての工程を含めることとした． 

b) オリジナルプロセスのプロセスフロー 

オリジナルプロセスは，「系統電力」と設定した． 

オリジナルプロセスのプロセスフロー図を図-5に示す．

システム境界には，本図の工程がすべて含まれる． 

 

(3)  対象プロセスの活動量データの収集 

対象プロセスの活動量データの収集方法を以下に示す．

また，収集した活動量データの一部を表-4に整理した．  

a) 原料調達段階 

水車本体，発電機，水路及び羽，それらを支える架台

の製造及び輸送（2tトラック，積載率58%，10km）を本

段階に含めた．すべての投入物に関して自社データを入

手できたため，それらをもとに活動量を設定した．  

b) 製造段階 

水車及び水路等の溶接に要するエネルギーを考慮し，1

年間の操業データをもとに，活動量を設定した．また，

溶接した製品の輸送に関して，4tトラック（積載率100%）

を用いることとし，工場～水車設置場所の距離を75kmと

して活動量を設定した． 

c) 流通段階 

流通段階に該当する工程はない． 

d) 使用段階 

メンテナンス工程が該当するが，本事業では地域住民

の手によるメンテナンスが主となっており，特段の資機 

 

表-3  農業用水を用いた小水力発電事業の主要諸元 

実施場所 岐阜県郡上市 

事業の目的及

び概要 

・直径 3mの上掛け水車 

・最大出力は 2.2kW 

事業開始 上掛け水車の設置は 2011年（小水力発

電事業の開始は 2007年） 

導入設備 水車本体，水車架台，水路（約 12.5m），

水路架台，発電機 

年間発電量 8,760kWh/年 

設備利用率 45.5% 

想定使用期間 20年 

図-3 CO2削減率算定結果 

（民間病院における地中熱利用空調・給湯事業） 
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表-4  農業用水を用いた小水力発電事業の活動量データ（一部） 

段
階 

工程 投入物 数量 単位 情報源区分 

原
料
調
達
段
階 

水
車
製
造 

水車本体鋼板 8.45E-03 kg 自社データ 

水車本体型鋼 2.82E-03 kg 自社データ 

水車架台鋼板 1.61E-04 kg 自社データ 

水車架台型鋼 1.34E-03 kg 自社データ 

羽（木材） 1.68E-06 m
3
 二次情報 

水
路
製
造 

水路鋼板 8.18E-03 kg 自社データ 

水路型鋼 9.74E-04 kg 自社データ 

水路架台鋼板 5.33E-04 kg 自社データ 

水路架台型鋼 3.45E-03 kg 自社データ 

発
電
機
製
造 

同期モータ 1.39E-06 百万円 自社データ 

サイクロ減速

機 

2.29E-06 百万円 自社データ 

インバータ・コ

ンバータ 

4.57E-06 百万円 自社データ 

原料

輸送 

輸送（2tトラッ

ク） 

2.59E-02 t-km 自社データ 

製
造
段
階 

溶接 電力 1.40E-03 kWh 自社データ 

水車

設置 

設置工事 3.21E-05 百万円 自社データ 

製品

輸送 

輸送（4tトラッ

ク） 

2.59E-02 t-km 自社データ 

 

材は使用しないことから，CO2排出はないものとした． 

e) 処分段階 

アルミや鋼材等はリサイクル，木材は焼却，それ以外

は破砕，埋立を行うこととして活動量を設定した． 

 

(4)  オリジナルプロセスの活動量データの収集 

段階別の活動量データの収集方法を以下に示す．なお，

系統電力の発電所の想定使用期間は40年と設定し，各段

階からの排出量を40年で割り込んだ． 

a) 原料調達段階 

発電に要する燃料の調達工程が相当するが，使用段階

のCO2排出量に含まれるため，本段階では考慮しない． 

b) 製造段階 

系統電力の発電所設備の製造，発電所施設の建設及び

解体の3工程を考慮した． 

c) 流通段階 

流通段階に該当する工程はない． 

d) 使用段階 

系統電力による電力供給（受電端基準）を考慮した．  

e) 処分段階 

発電に伴う焼却灰の処理等が相当するが，使用段階の

CO2排出量に含まれるため，本段階では考慮しない． 

 

(5)  原単位データの収集 

選定に当たっての考え方は，上記2.と同様とした．  

 

(6)  インベントリ分析の実施 

上記2.と同様にCO2排出量の積み上げ計算を行い，排出

削減効果を算定した． 

 

(7)  LCAの結果の評価 

a) 対象プロセスのLCA算定結果 

対象プロセスの排出量は2.1×10-1 kgCO2e/kWhとなり，

製造段階がその62%を占めた．  

b) オリジナルプロセスのLCA算定結果 

オリジナルプロセスの排出量は5.5×10-1 kgCO2e/kWh

となり，使用段階が全体の99%を占めた．  

c) CO2削減効果の算定結果 

ライフサイクル全体のCO2削減効果は，図-6に示すよ

うに62%となり，本算定結果を代表的な小水力発電関連

団体1団体及び関連事業者2社に提示したところ，概ね妥

当の値との評価を受けた．比較的大きなCO2削減効果が

得られたのは，小水力発電事業の開始により原料調達段

階の排出量が増加したが，使用段階の排出量が大きく減

少したことによる． 

製造段階，特に水車の設置工事に伴うCO2排出量が

60%超を占めたことから，小水力発電のLCAにおいて，

水車の設置工事の費用といった活動量データを精度高く

把握するとともに，設備の想定使用期間等について十分

な検討を行うことの重要性が示唆された．  

また，事業者が判断に迷いやすい点等として，①オリ

ジナルプロセスや②算定対象とする単位（サイト単位/

製品単位）が抽出されるとともに，上記の小水力発電関

連団体・事業者へのヒアリングにより，「LCAとしての

算定精度」と「事業者等にとっての作業負荷」のバラン 

原料調達段階 製造
段階

使用
段階

処分段階

部品
調達

部品
輸送

組立 製品
輸送

廃棄物
中間
処理

廃棄
物
輸送

システム境界

流通
段階

使用

図-4  対象プロセスのプロセスフロー 

（農業用水を用いた小水力発電事業） 

図-5  オリジナルプロセスのプロセスフロー 

（農業用水を用いた小水力発電事業） 

使用

原料調達段階 製造段階 処分段階使用
段階

原料
採掘

原料
輸送

発電所設
備製造 廃棄物

中間
処理

廃棄
物
輸送

システム境界

発電所施
設建設

発電所施設解体
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スが取れた算定方法とするためには，以下の方針とする

ことが妥当と考えられた． 

①オリジナルプロセス： 小水力発電の導入がどの電

源を置き換えているのかを特定することは難しい．

オリジナルプロセスは原則として「系統電力」とし，

調達先の電力供給者から公表される電気事業者別

排出係数（実排出係数）を用いることにより，異種

の事業間のCO2削減効果の優劣を評価しやすくなる

と考えられる．しかし，調達先の電力供給者から公

表される電気事業者別排出係数（実排出係数）には，

発電所の建設・解体工程が含まれていないため，製

造段階として，それらの工程からの温室効果ガス排

出量を合算する必要がある（ただし，発電所建設・

解体工程に関する活動量データを入手するのは一

般に困難であるため，（一財）電力中央研究所（2010）
10)等のデータを二次データとして引用することも一

つの方法と考えられる）． 

②算定対象とする単位： 同じ水車，発電機等を用い

た場合であっても，サイトによりCO2削減効果が大

きく変わることが想定される．小水力発電を導入し

た「サイト」ごとにCO2削減効果を算定することを

原則とし，「製品」単位での算定を行う場合には，

以下を条件とするのがよいと考えられる． 

・サイトにより違いが生じるパラメータ（設備稼働

率等）に関して，現実的に妥当性のある条件を想

定して算定すること． 

・上記のパラメータに関して，感度分析を行うこと． 

 

4.  まとめ 

 

本研究で実施したLCAケーススタディ等を通じて，(a) 

民間病院における地中熱利用空調・給湯事業については

78%，(b) 農業用水を用いた小水力発電事業については

62%のCO2排出削減率が見られた．また，(a) 地中熱利用

事業については使用段階の電力消費に関する活動量デー

タ，原単位データ等，(b) 小水力発電事業については設

備の想定使用期間，設備利用率等が及ぼす影響が，それ

ぞれ大きいことが示唆された． 

なお，本研究の成果等を踏まえ，「再生可能エネルギ

ー等の温室効果ガス削減効果に関するLCAガイドライ

ン（案）」を作成しており，今後，環境省ウェブサイト

（URL；http://www.env.go.jp/earth/ondanka/lca/index.html）

にて公表される予定であるので，積極的に活用されたい．  
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図-6 CO2削減率算定結果 

（農業用水を用いた小水力発電事業） 
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